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プラネタリー・バウンダリーと持続可能な食システム

増野華菜子・横田茉優・近藤哲生

Planetary Boundary and Sustainable Food Systems in the Context of Planetary Health

Kanako MASUNO, Mayu YOKOTA and Tetsuo KONDO

Food production is essential for the development and health of human beings but at the same time it 
is the largest source of environmental degradation. In this article, we describe how to optimally balance 
the increasing need for food driven by the world’s expanding population and sustaining the health of the 
environment in line with global Sustainable Development Goals （SDGs）. In the last section, we briefly 
introduce innovative actions relating to novel and sustainable food production in Japan.
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1．�持続可能な開発目標（SDGs）とプラネタリ
ー・バウンダリー

2015 年に国連で採択された持続可能な開発目標
（SDGs: Sustainable Development Goals，以下 SDGs と

略）の達成に向けて，産官学が様々な取り組みを進
めている1,2）（表 1）。SDGs の中心的な概念である

『持続可能な開発』とは，「環境と開発に関する世界
委員会」が 1987 年に公表した報告書「Our Common 
Future（通称ブルントラント報告）」に記された，「将
来の世代の欲求を満たしつつ，現在の世代の欲求も
満足させるような開発」のことを言う。この概念は，
環境と開発を互いに反するものではなく共存し得る
ものとして捉え，環境保全を考慮した節度ある開発
が重要であるとの考えに立つものである3,4）。

環境に関する重要な考え方として，2012 年に開
催された「国連持続可能な開発会議」で環境学者であ
るヨハン・ロックストローム（Johan Rockström, 1965- ） 
が発表した「プラネタリー・バウンダリー（地球の

限界）」がある5,6）。プラネタリー・バウンダリーの

考え方では，地球環境の安定性を維持・制御するた
めに重要な働きを環境要素として 9 項目にまとめ，
人類が繁栄を続けると同時に地球環境を守るために
は一定の均衡が保たれる範囲内で活動すべきとして
いる。また，これらの環境要素は，地球の限界の領
域内を超えると急速かつ不可逆的な変化を遂げると
される。9 つの環境要素とは，①気候変動 ②新規
化学物質 ③成層圏オゾンの破壊 ④大気エアロゾル
の負荷 ⑤海洋酸性化  ⑥生物地球化学循環（窒素，

リン）⑦淡水利用 ⑧土地利用変化 ⑨生物圏の一体
性（絶滅の速度，生態系機能の消失）であり，これら
の要素全てが SDGs に組み込まれている。プラネ
タリー・バウンダリーに関する研究では，①気候変
動と⑧土地利用変化の項目はリスクが増大する “不
安定な領域” に達していると分析され，⑥生物地球
化学循環と⑨生物圏の一体性における種の絶滅の速
度の項目は “不安定な領域” を超えた “高リスクの領
域” にあると分析されている5,6）。

世界規模で進行する人口増加や都市化と共に人間
社会が持続的であり続けるためには，より多くの食
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糧をより効率的に生産することが必要となる。反面，
その営みの結果として，地球環境に悪影響がもたら
されたことも事実である。森林から農地への転用に
代表される⑧土地利用変化がその例である。この現
象は，特にアフリカ，南米で顕著に見られる5）。小
規模農家の存続が困難になり，食糧生産の多様性が
失われることにも繋がる1,2）。

また，⑥生物地球化学循環が “高リスクの領域”

に達している現状は，世界の化学肥料の需要が年々
増大していることと連動していると考えられている。
人為活動による反応性窒素の生産量は 1950 年代に
上昇し始め，1960 年代以降は急速に増加している5）。
窒素は，大気中の約 78％を占める主要成分で，蛋
白質の合成に不可欠な元素である。元来，生態系に
存在する窒素固定等の働きによって大気中から固定
される窒素量と，気体状の窒素に還元されて大気中
に放出される量はほぼ均衡化しているが，大規模な
化学肥料の生産や農作物の栽培，燃料の燃焼等によ

り，大量の窒素化合物が環境中に放出される。この
ような，無節操な人為活動が地球上の物質循環に影
響を与え，その結果として気候変動が引き起こされ
ると考えられている5,7）。人間社会が持続可能であ
るためには，プラネタリー・バウンダリーにおける
リスクをマネージメントしていく必要がある。また，
過食・肥満と飢餓という両極端の課題が共存し，社
会経済的な格差が問題となっている現在において，
どのような行動が持続可能性をもたらすのか考えて
いかねばならない。

2．人新世とプラネタリーヘルス

前章で述べたように，1950 年頃から人類の営み
が地球環境や地質学的に大きな影響を与えるように
なった。反応性窒素の増加以外にも，人為的活動の
増大と連動して，環境中に放出される汚染物質の急
増および森林破壊や海洋の酸性化等の現象が観察さ
れた8）。それ以前の時代では，人類は地球環境の影

表 1　SDGsの 17 の目標1,5）

目標 1．あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標 2．飢餓を終わらせ，食料安全保障及び栄養改善を実現し，持続可能な農業を促進する

目標 3．あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し，福祉を促進する

目標 4．すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し，生涯学習の機会を促進する

目標 5．ジェンダー平等を達成し，すべての女性及び女児のエンパワーメントを行う

目標 6．すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標 7．�すべての人々の，安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

目標 8．�包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある
人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

目標 9．�強靱（レジリエント）なインフラ構築，包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーシ
ョンの推進を図る

目標 10．各国内及び各国間の不平等を是正する

目標 11．包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

目標 12．持続可能な生産消費形態を確保する

目標 13．気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる

目標 14．持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し，持続可能な形で利用する

目標 15．�陸域生態系の保護，回復，持続可能な利用の推進，持続可能な森林の管理，砂漠化への対
処，ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

目標 16．�持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し，すべての人々に司法へのアクセス
を提供し，あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

目標 17．�持続可能な開発のための実施手段を強化し，グローバル・パートナーシップを活性化する
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響を受ける存在であったことに対して，生物種とし
ての人類が地質学的に地球環境に影響を及ぼすよう
になったことを示すために，2000 年に開催された
地球圏・生物圏国際共同研究計画（IGBP）の会議
の場で，1995 年のノーベル化学賞受賞者であるオ
ゾン層破壊に関する研究者パウル・クルッツェン

（Paul Jozef Crutzen, 1933- ）によって “人新世（An-

thropocene）” という新たな地質年代で呼ぶべきであ
るという考えが提唱された9）。これは，約 250 万年
前からとされる更新世，約 1 万年前からとされる完
新世に続いて興った地層年代として「多くの面で人
間活動が支配的になった現在に至る地質時代に “人
新世” という用語を与えることが適当である」とい
う提案で，2021 年までに国際層序委員会に対して
公式提案がなされる見通しである10,11）。

このことからも，1987 年の通称ブルントラント
報告で述べられた，「将来の世代の欲求を満たしつ
つ，現在の世代の欲求も満足させるような開発」を
実現すること，即ち環境と開発を互いに反するもの
ではなく共存し得るものとして捉え，環境保全を考
慮した節度ある開発を実践することは，既存の枠組
みでは困難であったと考えられる。このような状況
の中で，プラネタリーヘルス（planetary health）と
いう概念が生まれた。

医学論文の主要な検索エンジンである PubMed
でプラネタリーヘルスという用語を検索すると，
2014 年から急速に論文数が増加している。2014 年
にランセット誌に掲載された，プラネタリーヘルス
の 基 本 概 念 に 関 す る 声 明 文（原 題 From public to 

planetary health: A manifesto）では，“本声明は，公
衆衛生に関する市民社会の変容を求める。これは，
個人・地域・国家・全世界・地球全てのレベルにお
ける要望である。我々の目的は，現在人類が直面し
ている，健康と福祉に対する危機・市民社会の持続
可能性に対する危機・人類が生息している環境に対
する危機に対処することである。我々は，生物多様
性と繁栄をもたらしている地球環境と共生し，依拠
しながら存在しているのだから。我々は，プラネタ
リーヘルスに寄与する潮流を作ることを目指す。”

と述べられている12）。翌年の 2015 年に発表された

論 文 Safeguarding human health in the Anthro-
pocene epoch: report of The Rockefeller Founda-
tion-Lancet Commission on planetary health に
おいては，プラネタリーヘルスに関する詳細な概念
と定義が述べられている8）。そこでは，WHO 憲章
“健康とは，肉体的，精神的及び社会的によい状態
のことであり，単に疾病又は虚弱が存在しないこと
ではない” を引き合いに出した上で，プラネタリー
ヘルスの定義を，“達成しうる限りにおいて最も高
いレベルにおける健康，福祉，公平を実現し，人類
が繁栄しうる地球環境を形成すること” としている。
以上の流れの中で，医学，栄養学，環境学，生命倫
理学などの分野横断的な専門家で構成された協議会

（EAT）が発足し，2017 年から年次報告書を公開し
ている13）。2019 年にランセット誌に発表された 45
ペ ー ジ に 亘 る 文 書（Food in the Anthropocene: the 

EAT-Lancet Commission on healthy diets form sus-

tainable food system7））は，人新世9）における持続
可能な食システムに関して包括的な知見を提示した
上で，食の在り方に関する大規模な転換が必要であ
るとし，食に関する様々な提言を行って注目を集め
ている。この文書では，プラネタリーヘルスの文脈
における「健康的な食事」（“地球環境にも人類にも健

康的である” の意）が紹介されている。すなわち，気
候変動や温室効果ガス等の環境要因の課題を俯瞰し
た上で，人類全体の健康と繁栄を持続可能にするこ
とを基本理念としている。また，環境負荷の軽減と
人類の健康の両立を目的とし，具体的には赤身肉の
消費量削減と全粒穀類・豆類・野菜・果物を中心と
した食生活への転換が推奨されている。次章では，
上記に提示した文書において，プラネタリー・バウ
ン ダ リ ー の 考 え 方 お よ び 持 続 可 能 な 開 発 目 標

（SDGs）に密接に関連する部分を中心に紹介する。

3．�人新世における食�
（Food in the Anthropocene）

ここでは，2019 年にランセット誌に発表された
文書7）の概要を紹介する。以下，引用部分の邦訳は
筆者が行い，適宜解説を施した。

世界規模で進行する人口増加に伴い，食糧の生
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産・流通の体系が大きな変化を余儀なくされている。
食システムには，人類の健康や持続可能な環境を形
成する働きがある。しかし現在，食システムはその
両方を脅かしている状況である。環境の持続可能性
を維持しながら，増加の一途をたどる食糧ニーズを
満たすことは喫緊の課題である。カロリーベースに
よる食糧生産量は人口増加と共に増大しているにも
拘わらず，世界全体では 8 億 2000 万人以上が栄養
不良の状態にあるとされる。約 1 億 5000 万人の小
児が成長阻害の状態にあり，20 億人以上が微量栄
養素欠乏である。その一方で，カロリー摂取過多に
起因する疾患の罹患率は上昇してきており，約 20
億人の成人が過体重または肥満とされる。また，こ
こ 30 年間で糖尿病の罹患率は世界全体で約 2 倍に
なった。健康的でない食生活は，疾病や死亡の原因
として大きなリスク要因である。このように，全人
口において栄養状態が良好でない人の割合が高いた
め，世界全体において食生活の転換が必要である。
人類による食糧生産の営みは，地球環境を変化させ
る最大の要因であり，温室効果ガスが発生する原因
の 30％，淡水利用の 70％を占めている。また，農
業用地は世界全体の土地利用の 40％を占めている。

海洋資源に関しても，乱獲や養殖に伴う環境負荷の
増大が問題になっている。2050 年には世界の人口
が約 100 億人に達すると予測される中で，健康的で
持続可能な食を提供する必要性に直面すると同時に，
プラネタリー・バウンダリーの複数の項目が “不安
定な領域” あるいは “高リスク領域” に移行しつつあ
る局面に直面している。ゆえに，我々は食糧生産の
在り様に関して再考する必要がある。以下に，持続
可能な食糧生産を実現するための 8 つの戦略（表 2）

と，食システム転換を実現するための 5 つの戦略を
示す（表 3）。

4．日本における新しい取り組み

本章では，本邦における食糧生産に関する新しい
取り組みを紹介する。
4-1．テクノロジーの活用

衛星を活用した位置情報システムや，各種センサ
ーを搭載したドローン等を用いた精密農業あるいは
スマート農業が広がりつつある。テクノロジーの活
用により，作物の成長の様子や病害虫の発生状況に
関してリアルタイムで測定を行い，適切な時期と場
所に，必要最小限の施肥や散水を行うことが可能で

表 2　持続可能な食糧生産を実現するための 8つの戦略7）

（1）　食糧の生産から消費の過程において発生する温室効果ガスを 2050 年までに削減する

（2）　窒素とリンの使用効率の大幅な改善

（3）　生物多様性の消失を防ぐ

（4）　農地拡大を防ぐ

（5）　生態系の保全と回復

（6）　生物多様性保全に向けた戦略の採用

（7）　食品ロスの 50％削減

（8）　持続可能な土壌，水系，化学物質利用による農業分野における変革の強化

表 3　食システム転換を実現するための 5つの戦略7）

（1）　国レベルまたは国際社会におけるコミットメント

（2）　農業における優先順位の再構築： 大量生産から健康な食糧生産へ

（3）　持続可能な生産体制の強化と良質な作物の作出

（4）　土壌や水系利用における強力かつ協調性のあるガバナンス

（5）　持続可能な開発目標（SDGs）に則り，食品ロスの半減
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ある。また，作物によってはドローンに搭載したセ
ンサーを用いて空中から糖度や窒素含有量などの測
定が可能なデバイスも開発されており，適切な収穫
時期を客観的に確知することができる。このような
取り組みが更に拡大していけば，反応性窒素の生産
量削減や生産時の食品ロス削減に寄与する可能性が
ある8）。また，宇宙開発事業における宇宙食開発で
培われた長期保存に関わるテクノロジーを，防災食
開発に活用しようという動きもある。他に，インタ
ーネットの普及により，遠方の農作物や水産物を個
人で小口から購入することが可能になっている。こ
のような購買形態の変化は，小ロットで伝統野菜等
を栽培している小規模農家や水産業者の意欲向上に
繋がり，里山里海の保全に寄与することで結果的に
生物多様性の維持に貢献しうると考えられる2,14）。
環境への負荷を減らし，持続可能性に配慮して生産
された農林水産品に対する国際認証制度（グローバ

ル GAP, ASC, MSC）も存在しており，それらを一
般消費者に認知させ，産品を利用してもらうことも
必要である4,15,16）。
4-2．技術革新や新素材

近年，植物性蛋白質の加工法や調理法の選択肢が
増え，動物由来蛋白質への依存度を減らすことがで
きる可能性がある。大豆由来蛋白質を用いた食品，
昆虫食，動物由来幹細胞を用いた培養肉製造への取
り組みを行う企業も増えてきているが，健康への影
響や安全性に関するエビデンスの蓄積は今後の課題
である7,8）。
4-3．分野横断的な協働

急速な都市開発および密集して居住するライフス
タイルの拡大に起因して，ひとたび自然災害が起こ
った際の被害規模が拡大してきている。災害そのも
のによる人命の喪失，家屋の崩壊，ライフラインの
断絶等の被害はもちろん，物流インフラの寸断によ
り災害後の被災地への食品・医薬品の供給にも影響
が及ぶ。また，災害や紛争時の避難所において，性
別，年齢，社会経済的状況による健康面・精神面で
の影響の格差が各国共通の問題点として指摘されて
いる8）。災害や紛争時の人道支援の在り方に関する
指針として注目されているのが，NGO と赤十字・

赤新月運動によって 1997 年に始められたスフィア
プロジェクトである。これは 1）災害や紛争の影響
を受けた人びとには，尊厳ある生活を営む権利があ
り，従って，支援を受ける権利がある。2）災害や
紛争による苦痛を軽減するために，実行可能なあら
ゆる手段が尽くされなくてはならない。という 2 つ
の基本理念に基づくものであり，スフィアハンドブ
ックの中で具体的な行動指針が示されている17）。
また，災害対応が進んでいるといわれるイタリアで
は，災害対応の司令塔となる市民保護省が設置され
ており，適切な食事・睡眠をとる場所・排泄をする
場所等に関して国家が責任をもって対応することが
法律で定められている18）。一方，日本では災害対
応が各自治体のキャパシティに左右されることが多
く，自治体の防災用備蓄食品においても年齢や疾患
の有無に対する配慮が不十分であることが指摘され
てきた。しかし最近では避難生活下という困難な状
況の中で，年齢によって摂取可能な食品が制限され，
必要な栄養摂取が妨げられることが無いよう，小児
に対する国産の乳児用の液体ミルクが民間企業によ
って開発され，自治体の防災用備蓄食品として採用
される等の新しい動きが始まっている。高齢化が進
み，様々な医療ニーズが増大している本邦において
は，今後は高齢や疾患等の理由で嚥下や摂取が困難
である群に対する更なる備えが必要であり，大学・
自治体・産業界のパートナーシップの重要性が増し
ていくと考える。

5．結　　語

地球規模の課題を念頭に置いた持続可能な新しい
食システムを実現するためには，個人・地域・国家
レベルにおける広範で分野横断的な行動変容と産官
学のパートナーシップによる新しい取り組みが重要
である。2021 年には，4 年に 1 度開催される栄養サ
ミット（2020 年開催予定だったが 2021 年に延期）と国
際栄養学会議が共に東京で開催され，（1）栄養のユ
ニバーサル・ヘルス・カバレッジへの統合，（2）健
康的で持続可能なフードシステムの構築，（3）脆弱
な状況下における栄養不良対策，（4）データに基づ
くモニタリング，（5）栄養改善のための財源確保等
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が重要な議題として取り扱われる予定である19,20）。
これらの領域において日本の知見を広く世界に向け
て発信する意義は大きく，その中で管理栄養士が果
たす役割は極めて大きい。
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